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訓練名称 平成３０年度習志野市総合防災訓練 

目的 

市民、市役所、関係機関が連携し、「自助」、「共助」の強化を目

的として実施する。その際、各会場において市民の要望を踏ま

えた個別課目訓練を取り入れ、広く多くの市民が参加できるよう

な訓練とする。 

日時 平成３０年９月２日（日） 午前１０時００分から午後１時００分 

訓練項目及び会場 

１．実動訓練 

（１）市民初動訓練 

市内全域 

（２）地区対策支部運営訓練 

 市内全小学校の指定場所（１６箇所） 

（３）避難所運営訓練 

市内小中高等学校体育館等（２６箇所） 

２．市民防災力向上訓練 

個別課目訓練 

市内小中高等学校体育館等（２６箇所） 

３．医療本部・応急救護所訓練 

市庁舎ＧＦ、第１・２・７中学校、保健会館 

災害拠点病院（１箇所）、救急告示病院（３箇所） 

訓練参加 

機関・団体 

千葉県水道局船橋水道事務所、習志野市企業局、習志野市消

防本部、習志野市消防団、東京電力パワーグリッド㈱、㈱NTT

東日本‐南関東、陸上自衛隊第１空挺団、航空自衛隊第１高射

隊（順不同） 

訓練参加者数 

１．避難者数 ２，７８９名 

２．参加機関・市職員数 ５４１名 

          参加者計 ３，３３０名 

成果・課題 

～１．全般を通じて～ 

 訓練全般を通じて、市民要望を取り入れた内容としたこともあ

り、前年度より参加者も多く、アンケート結果からも比較的高い

評価を得た。また、配備職員にあっても参画意識の向上が見受

けられ、課題となる事項の積極的な意見も多く出されたことか

ら、十分な訓練成果を得られたものと判断される。 

しかしながら、前日に市民まつり花火大会を実施したため、一

部の町会の方々にとっては大きな負担になっていた。 

また、例年の課題であるが参加者の７割以上が６０代以上の

高齢者であり、若い世代の方々の「自助」「共助」の強化には繋
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がらなかった。 

～２．市民初動訓練～ 

（１）成果 

 アンケートからは、避難所に来た参加者のうち例年同様約５割

が身を守る安全行動であるシェイクアウトを行っていることがわ

かり、地震時の初動行動がある程度認知されてきていることが

うかがえる。 

 また、今回の訓練では安否確認に要する時間を短く設定して

いたにも関わらず、例年同様７割近い市民が実施していること

から、安否確認の重要性が認識され地域の共助力の向上が図

られているものと考える。 

（２）課題 

 アンケートの自由記述では、防災行政無線の訓練開始合図が

聴き取れなかったことによりシェイクアウトが実施できなかったと

の意見があった。今年度実施中である音達点検業務により、無

線設備の音達状況について把握し、改善を図る。 

 また、安否確認について、時間が無く十分に行えなかったとの

意見があった。今後は安否確認に重点を置いた訓練も検討す

る。 

～３．地区対策支部運営訓練～ 

（１）成果 

 概ね円滑に開設・運営ができていた。 

 ここ数年繰り返し、運営訓練を実施しているためか、配備職員

からは訓練終了後に運営を円滑にするための提案などもあり、

職員の災害対応にかかる意識の向上が感じられた。 

（２）課題 

 各支部が使用する通信機器（防災行政無線移動系）のいくつ

かがバッテリー不良で使用できず、急遽代替でIP電話での通信

を行った。年２回の定期点検は実施していたが、今回使用でき

なかったため、今後の維持管理において注意する。 

～４．避難所運営訓練～ 

（１）成果 

 初めて参加する市民でも運営の方法について理解できるよう

なパンフレットを作成したこともあり、アンケート回答者の８割近

くが運営について理解できた。 

 配備職員のアンケートからも参加者が自ら主体となり、運営委



 

 

3 
 

員長の選出やグループ編成を行っていたことがうかがえ、徐々

にではあるが市民主体で避難所運営を行う意識が浸透してきた

と考えられる。 

（２）課題 

 一方、市民アンケートで「避難所運営について理解ができなか

った。」との回答が２割程度あったことから、避難所運営方法に

係る市民周知について、新たな方法を検討することが必要であ

る。 

 配備職員のアンケートからは、一部の参加者から「配備職員

が進行するべき。」との誤った声があったとのことであり、市民運

営の意識の醸成が引き続き必要である。 

～５．市民防災力向上訓練（個別課目訓練）～ 

（１）成果 

 事前に１８個の課目を提示し、地域の希望する３個の訓練を実

施することを基本として構成した。この結果、アンケートの自由

記述からも、「満足した」「概ね満足した」との意見を多くいただ

き、また、参加者の増加にも繋がったものと考える。 

 また、避難所福祉スペース設置訓練、エコノミークラス症候群

対策訓練、ペット対応訓練、救援物資受入訓練など新たな分野

の訓練にも取り組むことができた。 

 各会場で異なった内容としたためか、配備職員が進んで地域

の方と独自に調整するなど、職員の訓練参画意識の向上が見

られ予想以上の効果が生まれた。 

（２）課題 

 本訓練の進行については、市民参加者から選出された避難所

運営委員長の進行により行い、配備職員等は進行のサポートを

する旨の説明を事前にしていたが、「市職員の進行が悪かっ

た。」との意見が多くあったため、今後、進行の方法については

検討を要する。 

 また、資機材使用訓練を実施した会場の配備職員からは、

「事前に行った職員研修では、使用方法に習熟できなかった。」

との意見があったため、定期的な職員訓練の実施が必要であ

る。 

～６．医療本部・応急救護所訓練～ 

（１）成果 

 発災直後から発災後 48 時間後を想定し訓練を実施したこと
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で、時間の経過とともに変化する事象に対し、現場の具体的な

状況をイメージすることができた。また、各応急救護所において

は、トリアージから治療処置のシミュレーションを具体的に実施

し、より実践的な訓練を実施することができた。 

 非常用情報通信訓練については、通信手段として、アマチュア

無線、画像電送を中心に実施し、概ねスムースに情報伝達する

ことができた。また、発災 48 時間後には、電話・FAX・インターネ

ット回線を通信手段として活用した想定訓練を行うことで、ライフ

ラインの状況により、どのような手段で情報伝達を行うと確実に

情報伝達できるか等確認することができた。 

（２）課題 

 通信状況の変化に応じ臨機応変な対応が必要となってくるた

め、複数の通信手段が使用できた際の通信手段の優先順位に

ついて、認識を共有する必要がある。また、アマチュア無線の設

置・取り扱いの習熟度に関するさらなる向上が必要である。 

～７．次年度へ向けて～ 

次年度は、引き続き、大地震を想定し市民主体による初動及

び避難所運営に係る能力の向上を図るとともに、若年世代の興

味を引くような訓練内容とし、幅広い世代に対する啓発に繋がる

ような訓練を計画したい。 

問合せ先 総務部危機管理課 電話番号：047-451-1151（内線 345・561） 
 


